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◎ごみ収集作業に係る経費 3 億 5,430万円 【 4,839円】
ごみ収集委託料2億7,382万円、資源回収推進奨励金1,634万円、粗大ごみ収

集等委託料2,070万円などを支出しました。
■ごみ収集量（単位：トン）

（財源：都補助金　2,921万円、ごみ処理手数料等 1億5,896万円、一般財源
1億6,613万円）

◎ごみ最終処分に係る経費 1億6,040万円【2,191円】
広域処分組合負担金や日の出町にある広域処分場へ埋め立てるための搬入

経費のほか、資源物運搬委託料などを支出しました。
■広域処分場への年間搬入状況

■三多摩地域廃棄物広域処分組合負担金 1億 449万円、埋立ごみ・プラ
スチック類等運搬委託料 3,243万円　などを支出しました。

（財源：都補助金　2,500万円、一般財源　1億3,540万円）

◎多摩川衛生組合関係経費 9億2,462万円【12,629円】
可燃ごみの安定的処理のため平成11年４月１日から多摩川衛生組合に加

入しています。

■多摩川衛生組合負担金 9億2,462万円
（財源：都補助金　3,500万円、一般財源　8億8,962万円）

◎環境センター管理運営に係る経費 1億2,991万円【1,774円】
施設運営委託料5,641万円、施設改修工事3,454万円などを支出しました。

◎その他の経費（清掃分室・リサイクルセンター等に係る経費）
1億6,345万円【2,233円】

財 政 特 集

平成16年度決算のポイントをお知らせします

環境のまち

教育のまち～教育を尊重するまちづくり～

発展するまち

235億3,306万円

《歳入の内訳（一般会計）》

平成2年度には、一般会計の歳入の約6割を占めていた市税の割合は、平
成16年度決算で、減税や景気の影響により5割程度となっています。
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平成16年度、市のお金がどのように使われたかをご理解い

ただくため、一般会計決算をお知らせします。市報7月20日

号では決算の概要を載せましたが、今回はポイントを絞り、

歳出の個別事業について特徴をあげながらお知らせします。

なお、平成16年度の「事務報告書」｢決算書｣｢決算審査意見

書｣が、市役所情報公開コーナー、図書館、公民館、北･南市

民プラザで、閲覧できます。

行政管理課財政係　(内)223

衛　生　費

教　育　費

収集量 12,090 1,597 1,045 390 4,524 24 19,670
持込量 3,827 66 0 384 22 0 4,299
合　計 15,917 1,663 1,045 774 4,546 24 23,969

区分 可燃ごみ 不燃ごみ プラスチック類 粗大ごみ 資源物 有害ごみ 計

焼却後の灰 921 791 92
不　燃　物 157 238 51
計 1,078 1,029 143

種　　　別 処分量(トン) 埋立量(m3) 搬入台数(台)

市民1人当たりのごみに係る経費は、年額23,666円(し尿処理費除く)

土　木　費

平成16年度の市のお金は
このように使われました

～一般会計の主な事業と経費～
注：◆（ ）の財源のうち、一般財源とは、市民税、固定資産税、地方交付税などで、使

い道が 特定されず、どのような経費にも使用できる収入のことです。

◆国や都の補助金、使用料・手数料、利用者負担金､地方債など、あらかじめ使い道

が特定されている収入を特定財源といいます。

ポイント：国立市は、一般財源のうち、おおよそ４分の３が市税です。市民の皆さんには

市税の使い道として、財源のうち特に一般財源と地方債（償還は、後年度に市税

などの一般財源から負担することになります）に注目して、読んでみてください。

※【 】は、市民１人当たりの経費で、総事業費を平成17年３月末現在の外国人登録

を含む人口 73,213 人で割ったものです。（１円未満は、四捨五入）
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 1億3,932万円 

積立金（0.7％）
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維持補修費（0.7％） 
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普通建設事業費（3.4％） 
7億2,073万円 

213億8,852万円
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《人口と市税収入の推移》

平成8年度以降、人口が増加していましたが、ここ数年伸び悩んでいます。市税
収入も横ばい傾向となっています。前年度に対しては、約9,000万円増加しました。

グラフは、中央線沿線市や国
立市と人口等の規模の類似し
ている市と比較したものです。
市民1人当たりの歳入は、高い
市では約43万円、低い市では
約27万円とかなりの差があり
ます。（16年度決算統計より）
※国立市は26市中高い方から
数えて18番目となります。

普通交付税とは…地方交付税
のうち、災害等特殊事情に
対応するために交付する特
別交付税を除いた、地方税
等の収入の地域間格差を補
てんするため、国税の一定
割合を財源不足団体に交付
するもの。

《市民1人当たりの歳入 他市との比較》

（普通会計決算額：減税補てん債借り換え分18億6,690万円を除く）
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注）決算統計（国への報告数値を記載）では、住民基本台帳人口（外国人登録含まず）を使っています。

福祉のまち～安心といきがいのあるまちづくり～
民　生　費
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平成16年度末の市の貯
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主な基金残高の推移

◎小学校の管理運営経費 3億8,205万円【5,218円】
■1校当たり　4,776万円
※都から給与が支給される教職員分は入っていません。

（財源：国・都補助金　2,499万円、公有建物災害共済　6万円、
一般財源　3億5,700万円）

◎中学校の管理運営経費 2億8,283万円【3,863円】
■1校当たり　　9,428万円
※都から給与が支給される教職員分は入っていません。

（財源：国･都補助金 7,684万円、公有建物災害共済　7万円、
一般財源　2億 592万円）

◎くにたち文化・スポーツ振興財団関係経費
4億 674万円【5,556円】

市民芸術小ホール、市民総合体育館、郷土文化館の管理運営費

として、委託料、補助金を支出しました。
（財源：施設使用料　5,275万円、一般財源　3億5,399万円）

◎図書館の管理運営経費 2億3,619万円【3,226円】
■蔵書：36万1,481冊　■貸し出し：市民1人当たり8.3冊

（財源：都補助金　30万円、図書館コピー代　56万円、
一般財源　2億3,533万円）

◎私立幼稚園園児保護者等補助事業 1億1,365万円【1,552円】
保護者の負担を軽減し、教育の充実・発展を図るため、補助金

を支出しました。
■主な支出
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金
延べ14,215人（月平均1,185人） 6,997万円

私立幼稚園就園奨励費補助金　497人 3,552万円
私立幼稚園等運営費補助金 612万円

（財源：国・都補助金　3,662万円、一般財源　7,703万円）

◎地方債の元利償還金
31億9,803万円【43,681円】

（内訳：元金　28億7,709万円、
利子　3億2,094万円)
建設経費の財源や減税による税収
減補てんなどのため、国や東京都
などから過去に借り入れた長期の
借入金（地方債）の元金と利子を支
払いました。また、減税補てん債
の借り換え（18億6,690万円）を
行い利子の軽減を図りました。
（財源：谷保緑地建設事業費負担

金　1,390万円、一般財
源　31億8,413万円）

公　債　費
◎基金積立金 1億5,663万円 【 2,139円】
さまざまな目的のために積み立てている

資金（基金）の元金や利子を積み立てまし
た。特に、将来の支出に備え、財政調整基
金や職員退職手当基金に元金の積み立てを
行いました。
※右の「主な基金残高の推移」グラフも参
考にしてください。
（財源：開発行為に伴う財政協力金　1,022

万円、受託水道事業特別会計繰入
金 2,281万円、多摩らいふ関係交
付金　970万円、基金利子　281万
円、旧道路および水路売払収入
1,759万円、一般財源　9,350万円）

諸 支 出 金
◎コミュニティバスの運行経費

1,537万円 【210円】
運行日数365日
（平成16年4月1日～

平成17年3月31日）
■利用状況
一日運行本数　27本
利用者合計数　221,343人
一日当たりの利用者数　606人
■運行経費補助金 1,423万円

（財源：都補助金　373万円、一般
財源　1,164万円）

総　務　費
◎東京都消防委託金
9 億7,695万円 【13,344円】
国立市の常備消防（立川消防

署の2カ所の出張所）について、
東京都との協定に基づき委託金
を支払いました。
■常備消防の出動状況
火災　31件
救急　3,220件

（救急は、平成16年1月～12月分）
（財源：都補助金　9,457万円、

一般財源　8億8,238万
円）

消　防　費

◎下水道事業特別会計繰出金
16億3,473万円【22,328円】

公債費（下水道施設建設のための
地方債の元利償還金）の財源として
14億2,093万円、雨水処理経費とし
て1億6,775万円などについて、繰り
出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：全て一般財源）

◎中央線連続立体交差事業負担金
2億4,986万円【3,413円】

※東京都への負担金総額は、53億
円にのぼり、今後工事の進ちょ
く状況により負担額が増加する
見込みです。

（財源：地方債　1億2,700万円、一般
財源 1億2,286万円）

◎公園の整備･管理
2億2,733万円【3,105円】

公園・児童遊園等整備工事609万
円、ママ下湧水公園用地買収費1億
656万円などを支出しました。
（財源：国・都補助金　3,155万円、

地方債　6,000万円、公園等
使用料　2,321万円、一般財
源　1億1,257万円）

◎一人暮らしと在宅高齢者福祉対策事業 1億2,004万円【1,640円】
■利用状況 高齢者食事サービス　 4,589万円　

対象者　437人　延べ　60,186食
一食当たり　762円

（財源：都補助金　6,186万円、本人等負担金　417万円、一般
財源　5,401万円）

◎高齢者の生きがい事業 3,167万円【433円】
■利用状況 デイホーム事業　 1,350万円　

登録実人員　78人
実施日数　249日　利用延人員　3,038人

（財源：都補助金　1,370万円、一般財源　1,797万円）

◎在宅介護支援センター事業 4,132万円【564円】
在宅の要介護高齢者等およびその介護者に対し、保健・医療・
福祉サービスの相談等の支援をしました。
（1）相談件数（保健・医療・福祉・その他） 1,379件
（2）機能訓練　　　　　　　 延べ人員 627人
（3）訪問相談　　　　　　　　 延べ訪問回数　 87回

（財源：国・都補助金　1,690万円、一般財源　2,442万円）

◎老人医療の経費 2億9,425万円【4,019円】
老人医療費の公費負担分として、老人保健医療特別会計へ繰り
出し（他の会計への支出）をしました。
（財源：国・都支出金　521万円、一般財源　2億8,904万円）

◎介護保険特別会計繰出金 5億 277万円【6,867円】
介護給付費として3億6,922万円、事務費として1億3,355万円

を支出しました。
（財源：高齢者福祉基金繰入金　7,000万円、一般財源　4億3,277万円）

◎障害者（児）支援費事業 8億6,264万円【11,783円】
居宅生活や施設入所等の支援を行いました。
■支援費支給申請および支給決定人数（実人員）

（財源：国・都支出金　4億9,861万円、一般財源　3億6,403万円）

◎心身障害者（児）福祉手当 2億 387万円【2,785円】
■受給者数 1,257人
■受給者1人当たり　　約16万円

（財源：都負担金　1億2,930万円、一般財源　7,457万円）

◎国民健康保険特別会計繰出金 7億6,339万円【10,427円】
主に、赤字補てん分として6億4,987万円、人件費および事務費

として1億1,352万円を繰り出し（他の会計への支出）しました。
■被保険世帯数 14,974世帯　■被保険者数 26,287人

（財源：国・都負担金　8,514万円、一般財源　6億7,825万円）

◎保育所での保育 20億 930万円【27,445円】
0歳児から5歳児までの児童を市内（11園）および市外（26園）

の保育所で保育しました。
■平成16年度月平均入所児童数　計　1,121人
0歳児　　 83人　　1歳児 142人　　2歳児　　189人
3歳児　　227人　　4歳児　　244人　　5歳児　　236人
■入所児童1人当たり　約179万円（うち約22万円は本人負担）

（財源：国・都支出金　5億4,827万円、本人等負担金　2億
4,503万円、一般財源　12億1,600万円）

◎学童保育所の運営 1億4,599万円【1,994円】
小学校1年生から3年生までの留守家庭の学童を、放課後や休

み期間中に学童保育所で預かり、健全育成しました。
■学童保育所設置数 7カ所　■在籍児童数 541人
■在籍児童1人当たり　約27万円（うち約3万円は本人負担）

（財源：都補助金　2,262万円、本人負担金　1,673万円、
一般財源　1億 664万円）

◎乳幼児医療費助成 1億1,333万円【1,548円】
乳幼児を養育している方に対し､医療費の一部を助成しました。

（財源：都補助金　5,709万円、一般財源　5,624万円）

その他（2.9％） 
2億3,277万円 

子どものための事業 
（38.1％） 
30億4,946万円 民生費 

79億9,361万円 

高齢者のための事業 
（15.3％） 
12億2,435万円 障害のある方の 

ための事業 
（19.7％） 
15億7,494万円 

生活支援のための事業 
（14％） 

11億1,822万円 

子どものための事業 
（38.1％） 
30億4,946万円 民生費 

79億9,361万円 

高齢者のための事業 
（15.3％） 
12億2,435万円 障害のある方の 

ための事業 
（19.7％） 
15億7,494万円 

生活支援のための事業 
（14％） 

11億1,822万円 

国民年金関係 
（0.4％） 
3,048万円 

国民健康保険関係 
（特別会計への繰出金） 

（9.6％） 
7億6,339万円 

《民生費の内訳》

申請者数 支給決定者数
身 体 障 害 者 82 82
知 的 障 害 者 134 134
障 害 児 23 23
合　　計 239 239

■多摩川衛生組合
への年間搬入状況

搬入量 18,750トン

焼却量 18,703トン

鉄回収量 47トン

～個性と活気が
あふれるまちづくり～

～環境を大切にするまちづくり～
232億5,542万円

（目的別）歳出 歳出 歳出 


